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2はじめに

◼ 需給調整市場における制度的措置に関する基本的な考え方として、誘導的措置の検討・議論をさらに加速させた
上で、制度的措置を導入する際は、市場応札リスクに対して何らかの対応が必要としていたところ。

◼ 市場応札リスクである少量約定時のペナルティリスク対策として、第49回本小委員会（2024年7月30日）では、
アセスメント緩和の具体的な方向性をお示しした。また第51回本小委員会（2024年10月23日）にて、本対策
に関して事業者にアンケートを実施し各種ご意見をいただいており、今回はこの結果を踏まえてアセスメント緩和の
方法について深掘り検討を行った。

◼ 併せて、第50回本小委員会（2024年9月10日）で引き続き検討することとしていた「電源トラブル時のペナルティ
リスク」、および第51回本小委員会の事業者アンケートでご意見をいただいた「アセスメント不適合時の取り扱い」に
ついても市場応札リスクと考えられることから、対応の方向性について検討を行ったため、ご議論いただきたい。



3（参考） 制度的措置に関する基本的な考え方

出所）第51回需給調整市場検討小委員会（2024年10月23日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_51_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_51_haifu.html


4（参考） 制度的措置の論点一覧

出所）第51回需給調整市場検討小委員会（2024年10月23日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_51_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_51_haifu.html
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7アセスメント緩和に関する検討状況（１／２）

◼ 第46回本小委員会（2024年3月26日）では、2024年4月の需給調整市場全商品取引開始に先立ち、
調整力提供者（以下、「事業者」という。）に対して応札準備状況等のヒアリングを行い、その中で「複数ユニットを
持ち下げて供出」した際の市場応札リスクが示された。

◼ これは、安定供給上は複数の（複合商品に応札可能な）ユニットを持ち下げて複合商品としてΔkWを供出・応札
する方法（複数ユニットの持ち下げ供出）が望ましいものの、定格に対して比較的少量約定となる可能性が高く
なることで、結果的にアセスメント許容範囲が狭くなり、ペナルティリスクが増加することを指している。

出所）第46回需給調整市場検討小委員会（2024年3月26日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_46_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_46_haifu.html


8アセスメント緩和に関する検討状況（２／２）

◼ このリスクに対応するため、第49回本小委員会では、定格に対して少量約定となった場合、アセスメント許容範囲を
以下のとおり緩和する案をお示しした。

➢ 対象は一次あるいは二次①が含まれる商品を落札したリソースに限定する

➢ 定格のX%～10% ※1以下で落札した場合：定格の10%を落札した場合と同等の許容範囲※2とする

➢ 定格のX% ※1以下で落札した場合：従来の許容範囲に、定格の10-X%を落札した場合と同等の許容
範囲※3を足し合わせた許容範囲（一定の下駄をはかせた許容範囲）とする

（ただし指令に対して故意に応動しない等が確認された場合、通常の金銭的ペナルティならびに契約不履行ペナルティを科す）

◼ 上記アセスメント緩和案について、 「閾値X%」や「緩和対象を定格の10%以下にする」といった点について、市場
応札リスクへの対応として十分であるか事業者アンケートを実施し、その結果を踏まえて詳細検討することとしていた。

※1 「一次あるいは二次①が含まれる最も落札量が大きい商品の落札量＋三次②落札量（同時落札している場合）」の合計落札量
※2 緩和対象の合計落札量が定格の10%となるような係数を乗じ、複合商品の内訳商品に対しても同一の係数を乗じた状態のアセスメント許容範囲
※3 緩和対象の合計落札量が定格の10-X%となるような係数を乗じ、複合商品の内訳商品に対しても同一の係数を乗じた状態のアセスメント許容範囲

落札量
[定格の●%] 

＜アセスメント緩和前（イメージ）＞ ＜アセスメント緩和後（イメージ）＞

アセスメント許容範囲
[定格の●%] 

10% 20% 30% 100%

±10%

±3%

±2%

±1%

10% 20% 30% 100%

±10%

±3%

±2%

±1%

応札インセンティブが
ほぼゼロと考えられる領域

今後検討

X% 落札量
[定格の●%] 

アセスメント許容範囲
[定格の●%] 



9（参考） 第49回本小委員会におけるアセスメント緩和策の方向性

出所）第49回需給調整市場検討小委員会（2024年7月30日）資料4をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_49_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_49_haifu.html


10アセスメント緩和に関する事業者アンケートの振り返り

◼ 第51回本小委員会において、以下の通りアセスメント緩和案に対する事業者アンケートの実施結果をお示しした。

◼ アンケートでは、 「閾値X%＝5%」や「緩和対象を定格の10%以下にする」とした場合のアセスメント緩和では
供出が困難な電源等について各種ご意見をいただいたところ、この結果を踏まえて引き続き検討することとしていた。

出所）第51回需給調整市場検討小委員会（2024年10月23日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_51_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_51_haifu.html


11（参考） アセスメント緩和策に対するアンケート概要

出所）第51回需給調整市場検討小委員会（2024年10月23日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_51_haifu.html

◼ 第51回本小委員会では制度的措置における市場応札リスクへの対応として、アセスメント緩和案に対する事業者
アンケートを実施した。

◼ アンケートではアセスメント緩和案について、緩和対象や閾値が適切か、または本案による緩和をした上でも応札が
難しくなる理由について意見収集を行った。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_51_haifu.html


12アセスメント緩和に係る論点整理

◼ 第51回本小委員会での事業者アンケートの結果を踏まえ、追加検討・整理が必要となる論点は以下の通りであり、
次頁以降で各論点について検討を行うこととする。

検討項目 論点

1 アセスメント緩和対象 アセスメント緩和の対象として、定格の何%以下を対象とするか

2 閾値X 閾値を定格の何%と設定するか

補論
ガスタービン機出力の
気温変動の影響の取り扱い

ガスタービン機出力は外気温要因により変動するため、
特例としてアセスメント緩和対象とするか

検討項目1

検討項目2

＜アセスメント緩和後（イメージ）＞

10% 20% 30% 100%

±10%

±3%

±2%

±1%

今後検討

X% 落札量
[定格の●%] 

アセスメント許容範囲
[定格の●%] 



13【検討項目１】 アセスメント緩和対象をどうするか（１／２）

◼ 事業者アンケートではアセスメント緩和対象の拡大に関する要望をいただいたところ、アセスメント緩和の拡大をする
ことで、安定供給を大きく棄損することなく、どの程度の調整力の応札増加が見込めるかといった点が重要となる。

◼ 事業者からのご意見を参考にすると、アセスメント緩和対象としては右表の3案が考えられる。

アセスメント緩和
拡大希望

（定格●%以下）

定格容量
合計

（MW）

緩和拡大希望の理由
【電源種】

10.01 1200 リソース側のテレメータ誤差を
考慮する必要があるため【揚水】

12 670 不感帯を考慮する必要が
あるため【揚水】

13 990

17.97 230 リソース側のテレメータ誤差を
考慮する必要があるため【揚水】

18.83 230

20

110 出力帯によって応動可能範囲
が異なるため【火力】

明記なし ガスタービン機出力の気温変動
を考慮する必要があるため
【火力】

40 80 機器の最低出力を考慮する
必要があるため【火力】

60 2 受電点の振れを考慮する必要
があるため【VPP】

案
アセスメント
緩和対象

概要

A 10％以下 当初案

B 10.01%以下
対象は当初案と同程度
としつつ、一部意見を
反映する案

C 20％以下
意見の大宗（98%）
の容量をカバーする案



14（参考） 計測機器の誤差に起因するアセスメント不適合について

◼ 第36回需給調整市場検討小委員会（2023年3月2日）では、一般送配電事業者の計測機器（変換器）に
起因してアセスメントⅡ不適合と評価された場合は、アセスメントⅡ不適合として扱わないことと整理されている。

◼ 他方、事業者アンケートの「リソース側のテレメータ誤差を考慮する必要がある」といったご意見は、リソース側の計測
機器で発生する誤差に起因したアセスメント不適合を指しており、現行はアセスメント不適合の対象となっている。

出所）第36回需給調整市場検討小委員会（2023年3月2日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_36_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_36_haifu.html


15【検討項目１】 アセスメント緩和対象をどうするか（２／２）

◼ 調整力は実需給断面の需要と供給力の誤差を埋めるために用いるものであるが、アセスメントを緩和することで
調整力自身の誤差の増加を許容することになり、安定供給上のリスクや調整力確保費用が増大することになるため、
緩和対象の拡大は応札量の増加が十分見込める場合に限り実施するべきと考えられる。

◼ その上で各案を比較検討するため、現行案（案A）を基準に案B、案Cを評価することとする。

◼ まず、アンケートで緩和要望をいただいたリソースの定格容量[MW]に対し、アセスメント緩和対象[%]を乗じることで
現行案（案A）からの応札増加見込み量を評価すると、全国の複合商品の必要量平均※約6,200MWに対し、
案Bで＋120MW、案Cで+686MWの増加を見込むことができると考えられる。

◼ 一方で、アセスメント許容範囲については案Bは案Aとほぼ同程度であるのに対して、案Cは案Aの2倍許容範囲を
拡大することとなり、誤差の増加見込み量が案Cを採用した場合の応札増加見込み量を超過する可能性がある。

◼ これらを踏まえると、安定供給上のリスク増加の観点と調整力の増加見込み量の観点から、案Bとすることが適切と
考えられるのではないか。

案 アセスメント
緩和対象

現行案からの
応札増加見込み量

A 10％以下 -

B 10.01%以下 120MW

C 20％以下 686MW

＜アセスメント緩和後（イメージ）＞

～10%
案A,B

20%
案C

100%

±10%

±2%

±1%

X
%

※ 2024年度の複合商品の必要量テーブルの9エリア合計値の全ブロック・12か月の平均値

落札量
[定格の●%] 

アセスメント許容範囲
[定格の●%] 



16（参考） アセスメント緩和許容範囲拡大による調整力の誤差増加について

◼ 各案によるアセスメント許容範囲拡大に伴う調整力の誤差増加量について、一定の前提を置いて評価を行った。

✓ 調整力必要量：6,200MW

✓ 調整力供出リソース：定格1,000MW×100台

✓ 約定量：62MW（定格の6.2%）

➢ 案Aの場合： 定格の6.2%の約定なので、アセスメント許容範囲は定格の1.0%（±10MW）

全リソースで許容範囲上限の誤差が発生した場合は、10MW×100台=1,000MW

➢ 案Bの場合： 定格の6.2%の約定なので、アセスメント許容範囲は定格の1.001%（±10.01MW）

全リソースで許容範囲上限の誤差が発生した場合は、10.01MW×100台=1,001MW

➢ 案Cの場合： 定格の6.2%の約定なので、アセスメント許容範囲は定格の2.0%（±20MW）

全リソースで許容範囲上限の誤差が発生した場合は、20MW×100台=2,000MW

◼ 上記試算より、案Cの場合は案Aと比較して、最大で1,000MW程度誤差拡大の可能性があり、この場合は案Cを
採用した場合の応札増加見込み量である686MWを超過することとなる※。

案 アセスメント緩和対象 現行案からの応札増加見込み量 アセスメント緩和による最大誤差増加量

A 10％以下 - -

B 10.01%以下 120MW 1MW

C 20％以下 686MW 1,000MW

※ なお、アセスメント緩和対象を12%・13%として上記同様の方法で評価を行うと、案B（10.01%）と比較した場合、
両者ともに最大誤差増加量が応札増加見込み量を超過することとなる。



17【検討項目２】 閾値Xをどうするか（１／３）

◼ 閾値Xについて、事業者アンケートでは、閾値を0%とする（閾値なし）希望が最も多かったものの、閾値Xの当初案
である5%からの緩和要望や、閾値ではなくアセスメント許容範囲を一定以上としてほしいといったご意見もあった。

◼ 事業者からのご意見を参考にすると、アセスメント緩和対象としては、右表の3案が考えられるか。

閾値Xの希望
（定格●%以下）

定格容量
合計

緩和拡大希望の理由
【電源種】

4.99% 1200 リソース側のテレメータ誤差を
考慮する必要があるため【揚水】

0%
（閾値なし）

3250 不感帯を考慮する必要が
あるため【揚水】

460 リソース側のテレメータ誤差を
考慮する必要があるため【揚水】

80 最低出力を考慮する必要が
あるため【火力】

2 受電点の振れを考慮する
必要があるため【VPP】

明記
なし

ガスタービン機出力の気温変動を
考慮する必要があるため【火力】

アセスメント許容範囲
±0.5%以上※

1200 機器特性を考慮する必要が
あるため【火力】

アセスメント許容範囲
±1%以上※

110 応動が困難なため
【火力】

案 閾値X 概要

a ５％ 当初案

b 4.99%
当初案と影響はほぼ
同程度としつつ、一部
意見を反映する案

c
０％
（閾値なし）

アンケート意見の全数
を反映する案

※落札量によらず一定以上のアセスメント許容範囲が必要というご意見
であり、案bにおいては後述の補正により当該意見は反映不可となる。



18【検討項目２】 閾値Xをどうするか（２／３）

◼ 前述の検討を踏まえアセスメント緩和対象を仮に案B（10.01%）とした場合、アンケートで閾値Xに対する緩和
要望があったリソースの容量に対して、定格の10.01％の応札が増加したとすると、案aと比較した各案の応札増加
見込み量は下表のとおり。

◼ 案a,bと比較して、案cとした場合、下図イメージのハッチングされた領域分だけアセスメント許容範囲が拡大すること
になり、安定供給上のリスクが増加することになる。

◼ これらを踏まえると、閾値Xについてはアセスメント許容範囲が案aと同程度であり、事業者意見を一部反映すること
ができる案bとすることが適切と考えられるのではないか。

◼ 他方、本アセスメント緩和を実施した場合、どの案であっても、アセスメント許容範囲が落札量より大きくなる（実質
アセスメントフリーとなる）領域が存在することとなるが、調整力指令に応動することが不要という訳ではないことから、
この点について、何らかの手当てが必要となるところ。

＜アセスメント緩和後（イメージ）＞

10.01% 100%

±10%

±0.5%

～5%
案a,b

0％
案c

案 閾値X 現行案からの
応札増加見込み量

a ５％ -

b 4.99% 120MW

c ０％
（閾値なし）

630MW

案bと比較して
案cとしたとき拡大する
アセスメント許容範囲

±1.001%

落札量
[定格の●%] 

アセスメント許容範囲
[定格の●%] 



19（参考） アセスメントフリー領域について

◼ 本アセスメント緩和案を採用する場合、以下イメージにおけるハッチングされた部分ではアセスメント許容範囲が
落札量より大きくなることから、どの案であっても実質アセスメントフリーとなる領域が存在する。

±1.001%

±0.502%

4.99%(案b)1.001%

0.56%

案c

案b

＜アセスメント緩和後（イメージ）＞

0

アセスメント緩和なし
（現行）

案bのアセスメントフリー領域

案cのアセスメントフリー領域
【アセスメントフリー領域の算定】

以下の前提（案b）でアセスメント緩和を実施する
・アセスメント緩和対象=10.01%
・閾値X=4.99%

その場合、ある落札量（x%）におけるアセスメント許容範囲
（y%）は下式で表すことができる
y={(10.01-4.99)+x}×0.1
=0.1x+0.502

アセスメントフリーとなる領域は、上式がy≧xの場合なので、
落札量が0.56[%]以下がアセスメントフリー領域となる

【アセスメント許容範囲＝落札量】の直線

落札量
[定格の●%] 

アセスメント許容範囲
[定格の●%] 



20【検討項目２】 閾値Xをどうするか（３／３）

◼ この点、アセスメント緩和対象を案B（定格の10.01%以下）、閾値Xは案b（定格の4.99%）としてアセスメント
緩和を実施した場合、定格の0.56%以下の落札量の領域がアセスメントフリーとなる。

◼ これに対応するため、落札量が定格の0.56%以下のアセスメント許容範囲については、下図イメージの緑線のような
補正を行うことで、アセスメント許容範囲が落札量より大きくなる領域が発生しないようにすることとしてはどうか。

◼ また、応動実績を適宜監視して、「指令に対して故意に応動しない等が確認された場合、通常の金銭的ペナルティ
ならびに契約不履行ペナルティを科す」こととしてはどうか。

＜アセスメント緩和後（イメージ）＞

10.01%
100%

±10%

±0.502%

4.99%

±1.001%

【アセスメント許容範囲の算定式】
y=アセスメント許容範囲(定格あたりの割合)
x=落札量(定格あたりの割合)

10.01%<xの場合
y=0.1x

4.99%<x≦10.01の場合
y=1.001

0.56% ≦ x ≦ 4.99%の場合
y=0.1x+0.502

x < 0.56%の場合
y=x

0.56%

補正（緑線）
により対応

アセスメント
許容範囲

落札量
[定格の●%] 

アセスメント許容範囲
[定格の●%] 



21アセスメント緩和内容と実現時期

◼ 今回、第49回本小委員会で提示したアセスメント緩和案に関して、事業者アンケートを踏まえて詳細を検討した。

◼ 安定供給を維持するために調整力の果たす役割は重要であるところ、アセスメント緩和によって調整力の応札量が
増加したとしても、誤差が増加する（それに調整力で対応する）ことは望ましくない。

◼ これらを踏まえて、安定供給に配慮しつつ、事業者のご意見を取り入れた上で、まずもってアセスメント緩和対象は
案B（定格の10.01%以下）、閾値Xは案b（定格の4.99%）とし、加えてアセスメント許容範囲が落札量
を超える領域が発生しないように（定格の0.56%以下を）補正してアセスメント緩和を実施することとしたい。

◼ また、これらについては、今後の実績等を鑑み、必要に応じてさらなる緩和を検討することとしてはどうか。

◼ なお、アセスメント緩和に係るシステム改修は1～2年程度必要であるところ、本アセスメント緩和は制度的措置導入
に必要不可欠な市場応札リスク低減施策であることから、何らかハンド対応可否も含め、実質的に開始時期の対象
になり得る2026年度（前日取引化のタイミング）当初の導入を目指し、引き続き、関係各所とも連携して準備
を進めていくこととしてはどうか。

＜アセスメント緩和後（イメージ）＞

10.01% 100%

±10%

±0.502%

4.99%

±1.001%

案 アセスメント
緩和対象

A 10％以下

B 10.01%以下

C 20％以下

案 閾値X

a ５％

b 4.99%

c ０％
（閾値なし）

【検討項目１】アセスメント緩和対象

【検討項目２】閾値X

0.56% 落札量
[定格の●%] 

アセスメント許容範囲
[定格の●%] 



22（参考） アセスメント緩和に係るシステム改修について

出所）第49回需給調整市場検討小委員会（2024年7月30日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_49_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_49_haifu.html


23【補論】 ガスタービン要因に関する取り扱いをどうするか（１／２）

◼ 事業者アンケートでは、アセスメント緩和に関する回答の中で、「気温変動によるガスタービン機出力の変動を考慮
する必要がある」といったご意見をいただいた。

◼ ガスタービン機は、吸い込みされる空気密度の低下（外気温の上昇）により、燃料投入量が制限されることで、
発電機出力が低下するといった特性がある。

◼ このため、外気温の変化といった外的要因に伴って出力可能量が変動することで、特に少量約定時のアセスメント
許容範囲が狭い場合についてアセスメント不適合となる虞があることから、当該事象に関してアセスメント緩和の対象
としたい（ガスタービン機についてはアセスメント緩和範囲をさらに拡大したい）といった趣旨のご意見となる。

外気温高→密度低→効率低下→出力低下

外気

出所）日本ガスタービン学会（ガスタービンとは何か）をもとに作成
https://www.gtsj.or.jp/gasturbin/index.html

https://www.gtsj.or.jp/gasturbin/index.html


24【補論】 ガスタービン要因に関する取り扱いをどうするか（２／２）

◼ 一方で、気候変動といった外的要因による出力低下については、入札制約に該当する要因であり、本来的には
外気温等で出力低下の可能性があるといった点を入札制約として織り込んだうえで、応札をすることが適切である。

◼ また、外気温影響によりアセスメント違反となる場合は、異議申し立てが可能であり、金銭的ペナルティの対象とは
なるものの、不適合回数としてはカウントされない整理にもなっている。

◼ 本事象は約定量にかかわらず考慮すべき事項であり、アセスメント緩和の対象となる少量約定時のみ顕在化する
ものではないことから、本事象は今回のアセスメント緩和検討の対象外とすることが適切と考えられる。

◼ なお、制度的措置が適用された場合は、外気温による影響を受けると想定される出力帯については入札制約として
余力から控除することとなり、制度的措置の対象外となるため、事業者の非合理なリスクにはなっていないといえる。

出所）第36回需給調整市場検討小委員会（2023年3月2日）資料4をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_36_haifu.html

出所）第51回需給調整市場検討小委員会（2024年10月23日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_51_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_36_haifu.html
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_51_haifu.html


25（参考） 需給調整市場（ΔkW市場）以外のガスタービン要因に関する取り扱い

◼ 気温変動によるガスタービン機出力の変動について、需給調整市場以外での取り扱いも確認した。

◼ まず、卸電力市場（kWh市場）では、実需給において外気温上昇に伴うガスタービン機の出力低下により約定量
を供出できない場合についてインバランスフリーにするといった特例は設けておらず、その他のリソースと同様に発電量が
約定量に満たなかった分が不足インバランスとなり、インバランス料金の負担が発生する整理になっている。

◼ また、容量市場（kW市場）において応札量を算定する際は、大気温の影響による能力減少分を控除することと
しており、当該事象は入札制約として応札容量に織り込むもの（リクワイアメント違反の対象）と整理されている。

◼ 他市場での整理と平仄を合わせる観点からも、需給調整市場（ΔkW市場）についても、当該事象は入札制約と
して応札量に織り込む（アセスメント緩和対象としない）ことが適切と考えられる。

出所）（対象実需給年度：2028年度）容量市場 メインオークション制度説明会資料（2024年7月16日）をもとに作成
https://www.occto.or.jp/market-board/market/youryou_setsumeikai.html

https://www.occto.or.jp/market-board/market/youryou_setsumeikai.html
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27電源トラブル時のペナルティリスクについて（１／２）

◼ アセスメントⅠは発電機等をΔkWが供出可能な状態に維持しているかが評価の対象となる。

◼ アセスメントⅠ不適合のペナルティ強度が1.0倍の場合、ΔkWの対価を受け取ることができなくなるが、事業者から
一般送配電事業者への支払いは発生せず、ΔkW落札後に数量変更ができることと同義となる。

◼ 一方、ΔkW供出量の確保不足は安定供給に支障をきたす恐れがあることから、電源トラブル等でΔkW落札電源
の調整力供出が不可となり、かつ、BGによる代替供出不可となった場合、一般送配電事業者がΔkWを供出できる
電源を代替確保することとなるが、この時に持替費用など差損が発生しコストが増加する。

◼ このような点を踏まえ、アセスメントⅠ不適合には一定のペナルティ強度を設ける必要があるところ、需給調整市場
ではまずもって電源Ⅰ’と同じ1.5倍のペナルティ強度を設定しており、実態に応じて適宜見直すこととしていた。

出所）第11回需給調整市場検討小委員会（2019年4月25日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_11_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_11_haifu.html


28電源トラブル時のペナルティリスクについて（２／２）

◼ 第50回本小委員会では、電源トラブル時のペナルティリスクについて、事業者における市場応札リスクとして何らかの
対応が必要としていたところ。

◼ 想定外の事故やシステム不具合などの電源トラブル※により調整力の供出が困難となり、アセスメントⅠ不適合と
なった場合、1.5倍のペナルティが科されることとなり、これが電源トラブル時のペナルティリスクとなる。

◼ これは一定程度の応札障壁となっているが、その反面、恣意的に供出しないことを防ぐなど、落札したΔkWを確実に
供出するインセンティブにもなっている。

◼ この点、仮に、制度的措置が導入されて事業者の持つ上げ調整力がすべて市場約定した場合、事業者による代替
電源の確保が困難になるため、制度的措置の導入を考える際には、本リスクへの対応が特に重要となる。

出所）第50回需給調整市場検討小委員会（2024年9月10日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_50_haifu.html

※ 系統起因による出力抑制等で調整力を供出できなかった場合、調整力提供者から属地TSOとの協議することでペナルティ緩和が可能

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_50_haifu.html


29電源トラブル時のペナルティ強度緩和の検討（１／２）

◼ 前述のとおり、ペナルティ強度は、強く設定した場合は応札障壁となる一方、弱く設定した場合は、ΔkWを確保する
インセンティブが弱まることになる。

◼ 具体的には、現行のペナルティ強度である1.5倍は、事業者が需給調整市場への供出対価を受け取れず、さらに
ΔkW落札価格の0.5倍を一般送配電事業者に支払うことを意味する。

◼ 卸電力市場への入札においては、落札した供給力を供出できない場合、インバランスとしてペナルティを受けることを
踏まえると、需給調整市場でも供出対価より大きい（1.0倍超の）ペナルティを設定する必要があると考えられる。

◼ コストベースで厳密にペナルティ強度を設定するためには、電源トラブル時の一般送配電事業者による代替電源
確保費用をペナルティ価格とすることになるが、精算の都度事務コストがかかることとなり現実的でない。

◼ この点、仮に制度的措置が導入された場合、事業者側・一般送配電事業者側がそれぞれどのような状況になるかを
勘案した上で、一定の割り切りのもとでペナルティ強度を1.5倍から緩和することも考えられる。



30電源トラブル時のペナルティ強度緩和の検討（２／２）

◼ 仮に制度的措置が導入され市場応札した調整力（余力）が全量落札された場合、電源トラブル時に事業者自身
で代替電源を確保することは物理的に困難になることから、1.0倍を超えるペナルティを科すことは、事業者に対して
非合理な金銭的損失を与える可能性がある。

◼ 一方、ペナルティ倍率の緩和により仮に金銭的ペナルティがなくなった場合も、アセスメントⅠ不適合時の契約不履行
ペナルティは残存することから、 約定後のΔkWを確保するインセンティブは一定程度維持されることとなる。

◼ また、前述のとおり電源トラブル時には一般送配電事業者による代替電源確保費用が発生することとなる点が課題
となるが、制度的措置導入後は起動供出等により応札が増加し、実需給断面でのΔkW約定結果を踏まえた余力
が増加しているとも想定されることから、代替電源確保のための持替費用（追加起動費等）はほぼ発生しないとも
考えられるか。

◼ そのため、制度的措置の導入時においては、電源トラブル時に限りアセスメントⅠ不適時のペナルティ強度を1.0倍に
緩和※する方向性を基本とし、ペナルティ強度の変更に伴うシステム対応の要否や制度的措置の議論の方向性を
踏まえ、引き続き、関係者と連携して検討することとしてはどうか。

ペナルティ強度緩和案 対応する市場応札リスク 適用時期

1.0倍 電源差替が困難な制度的措置の導入後に
非合理的なペナルティとなっていないか

制度的措置の導入時

※ 電源トラブル時の代替不可申請時のペナルティ強度についても、併せて1.0倍に緩和することとする。



31目次

1. アセスメント緩和について

2. 電源トラブル時のペナルティリスクについて

3. アセスメントⅡ不適合時の取り扱いについて

4. まとめ



32アセスメントⅡ不適合時の契約不履行ペナルティに係る議論状況（１／３）

◼ 第51回本小委員会において実施した制度的措置に関するアンケートで、アセスメントⅡ不適合時の契約不履行
ペナルティについてご意見をいただいた。

◼ 現行はアセスメントⅡ不適合時の契約不履行ペナルティとして、同一リソース・同一商品について、月あたり3回以上
の不適合が発生した場合（一次については異常時のアセスメントⅡ不適合が1回以上）、新規取引が停止となり、
事前審査を再実施することとしている。

◼ 仮に制度的措置が導入された場合、すでに月に2回アセスメントⅡ不適合となったリソースに対しても市場への入札を
求めることとなれば市場退出を促す虞があるといった点が、契約不履行ペナルティに係る市場応札リスクと考えられる。

出所）第51回需給調整市場検討小委員会（2024年10月23日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_51_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_51_haifu.html


33（参考） アセスメントⅡ不適合時の契約不履行ペナルティについて

出所）第12回需給調整市場検討小委員会（2019年6月27日）資料3-2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_12_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_12_haifu.html


34アセスメントⅡ不適合時の契約不履行ペナルティに係る議論状況（２／３）

◼ 現状、アセスメントの結果は実需給の翌々月の精算とともに調整力提供者へ通知されるため、調整力リソースが
アセスメント不適合を繰り返し、新規取引の停止と事前審査の再実施となっていることが確定することも実需給の
翌々月のタイミングとなる。

◼ この点、現状においても自覚なく3回/月以上のアセスメントⅡ不適合となる懸念があり、事業者からアセスメントⅡ
不適合の都度通知をしてほしいといった要望があるものの、現行の運用では都度通知の対応は困難であるとの回答
が電力需給調整力取引所から示されている。

＜事業者意見＞

✓ 調整力提供者がアセスメントⅡ の結果を受領する機会は月に1回しかなく、さらに実需給月の翌々月の通知となるが、アセスメントⅡ
の不適合が生じた時点で その不適合の内容と合わせて速やかにご連絡をいただけないか。

＜電力需給調整力取引所回答＞

✓ すべての調整力提供者のアセスメントを行うため、大量のデータを取り扱うことから、翌々月の精算時に通知となる。アセスメントⅡは
調整力提供者への指令値および調整力提供者から提供される瞬時供出電力をもとに行うため、不適合の状況を都度把握されたい
場合は、これらの値をもとにご自身でご確認いただきたい。

出所）取引規程等に関する意見募集にて受領したご意見および回答一覧（2024年3月14日）
https://www.eprx.or.jp/outline/docs/kaitou_240401%20_r.pdf

https://www.eprx.or.jp/outline/docs/kaitou_240401%20_r.pdf


35アセスメントⅡ不適合時の契約不履行ペナルティに係る議論状況（３／３）

◼ また、現行の要件不適合回数は落札期間単位（3時間）で最大1回としており、落札期間内の30分コマ6つ全て
において不適合となった場合も不適合回数は1回と計上されるが、2026年度から全商品の入札ブロック時間が
30分化されると、30分単位でアセスメントⅡ適合か否かが評価・カウントされることになる。

◼ この点、第28回本小委員会（2022年2月24日）では、海外の先行事例である「契約単位（30分）で月3回
以上の不適合が生じた場合に契約解除のルールが設けられている点」を参考に、日本の契約時間（3時間）に
準用している（逆にこれまでが一種の緩和になっていた）点を鑑みて、要件不適合回数は新たな契約単位である
30分コマ単位で1回とカウントし、月3回以上で事前審査を再実施することとしていた。

出所）第28回需給調整市場検討小委員会（2022年2月24日）資料3-1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html


36アセスメントⅡ不適合時の取り扱いに係る検討（１／２）

◼ アセスメント結果の通知は翌々月になることを踏まえると、現行はアセスメントⅡ適合が困難かどうかを調整力提供者
が判断※し、当該リソースの応札を取りやめる等で3回/月以上のアセスメントⅡ不適合を回避していたと考えられる。

◼ この点、仮に制度的措置が導入された場合、余力の市場応札が求められることとなり、上記回避策を実行することが
できなくなり、事業者に対して非合理な金銭的損失を与える可能性がある。

◼ この対策として、取引停止および事前審査再実施を求める月あたりの不適合回数を3回以上に増加させる緩和策
も考えられるが、制度的措置導入後は原則余力を市場応札することが求められるとすると、回数を緩和したとしても、
市場応札を継続することで取引停止に至ると考えられる。

No（当該ブロックの個別事象）

Yes

アセスメントⅡ

適合

不適合
継続して

アセスメントⅡ適合
困難か

※ アセスメントⅡ適合が困難と判断できなかった場合は、継続して応札することで3回/月以上のアセスメントⅡ不適合となり、取引停止に至る

制度的措置
導入状況

導入前

導入後

応札取りやめ等で
取引停止を回避

制度的措置により
継続して市場応札する
ことで、取引停止に至る

継続して市場応札



37アセスメントⅡ不適合時の取り扱いに係る検討（２／２）

◼ これを踏まえ、本事象の対策としては、取引停止に至るアセスメントⅡ不適合回数については3回と据え置いた上で、
2回/月不適合があったリソースについては、制度的措置における設備上の入札制約がある状態とみなし、応札
しないことを認める（ただし、意図的に2回/月不適合を出した場合は除く）こととしてはどうか。

◼ また、 2回/月不適合有無の監視等の具体的な運用方法については、制度的措置において求められる応札行動
（適切に余力を供出しているか等）の監視方法に準ずることとする。

◼ この緩和は制度的措置導入とセットで実施することが必要であることから、制度的措置が導入された際に、本検討に
よるアセスメントⅡ不適合時の取り扱いも併せて詳細検討することとしてはどうか。

継続して市場応札

No（当該ブロックの個別事象）

Yes

アセスメントⅡ

適合

不適合
継続して

アセスメントⅡ適合
困難か

制度的措置
導入状況

導入前

導入後

応札取りやめ等で
取引停止を回避

2回/月不適合のリソースは制度的措置
の対象外とする（意図的の場合は除く）
ことで、応札を取りやめ取引停止を回避
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39まとめ（１／２）

◼ 今回、市場応札リスクとなっている「複数ユニットを持ち下げ供出に係るアセスメント不適合リスク」「電源トラブル時の
ペナルティリスク」「契約不履行ペナルティに係るリスク」の検討を行った。

◼ 複数ユニット持ち下げ供出に係るアセスメント不適合リスクでは、以下のとおり具体的なアセスメント緩和の整理を
行ったため、2026年度当初の導入を目指して、引き続き、関係各所とも連携して準備を進めることとしたい。

➢ アセスメント緩和対象

✓ 「一次あるいは二次①が含まれる商品を落札」 かつ 「定格の10.01%以下のΔkWで落札」

➢ アセスメント緩和方法

✓ 定格の4.99%～10.01%※1で落札した場合：定格の10.01%を落札した場合と同等の許容範囲※2とする

✓ 定格の0.56%～4.99 %※1で落札した場合：従来の許容範囲に、5.02%を落札した場合と同等の許容
範囲※3を足し合わせた許容範囲（一定の下駄をはかせた許容範囲）とする

✓ 定格の0.56%以下で落札した場合：落札量を超過しないようアセスメント許容範囲を補正※4する

◼ また、ガスタービン機出力の気温変動の影響については、事業者が入札制約として織り込んだうえで応札量を決定
することが適切であり、今回のアセスメント緩和の対象外とする。

（ただし指令に対して故意に応動しない等が確認された場合、通常の金銭的ペナルティならびに契約不履行ペナルティを科す）

※1 「一次あるいは二次①が含まれる最も落札量が大きい商品の落札量＋三次②落札量（同時落札している場合）」の合計落札量
※2 上記「」内の合計落札量が定格の10.01%となるような係数を乗じ、複合商品の内訳商品に対しても同一の係数を乗じた状態のアセスメント許容範囲
※3 上記「」内の合計落札量が定格の5.02%となるような係数を乗じ、複合商品の内訳商品に対しても同一の係数を乗じた状態のアセスメント許容範囲
※4 上記「」内の合計落札量と等しくなるようアセスメント許容範囲を補正する



40まとめ（２／２）

◼ 電源トラブル時のペナルティリスクについては、制度的措置の導入後に市場応札した調整力（余力）が全量落札
された場合、現行のペナルティ強度（1.5倍）では事業者に対して非合理な金銭的損失を与える可能性がある
ため、制度的措置の導入時においては、電源トラブル時に限りアセスメントⅠ不適合時のペナルティ強度を1.0倍に
緩和する方向性を基本とし、 ペナルティ強度の変更に伴うシステム対応の要否や制度的措置の議論の方向性を
踏まえ、引き続き、関係者と連携して検討することとしたい。

◼ 契約不履行ペナルティに係るリスクについて、制度的措置の導入前は（入札ブロック時間30分化後であっても）
現行から緩和しないこととし、制度的措置の導入時は、月あたりに2回不適合があったリソースについては制度的
措置の対象外とする（ただし、意図的に2回/月不適合を出した場合は除く）ことで、事業者の非合理なペナルティ
リスクを回避する方向性で、制度的措置の応札の考え方とともに、引き続き、関係者と連携して検討することとしたい。


